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Ⅰ 屋外広告業の登録制度 

  

１ 屋外広告業の登録とは 

従来、山形県内で屋外広告業を営む者は、県内に営業所を有しているかどうか

にかかわらず、県内で広告物の表示又は掲出物件の設置の工事等を行う場合、県

知事に屋外広告業の届出をしなければならない「届出制度」でした。 

その後、平成 17年に県屋外広告物条例が一部改正施行され、屋外広告業者は県

知事に登録申請書を提出して登録を受けなければならないことになる「登録制度」

が導入されました。 

  

２ 登録が必要な事業者 

「屋外広告業」とは、屋外広告物の広告主から屋外広告物の表示又は掲出物件

の設置に関する工事を請け負い、屋外で公衆に表示することを業として行う営業

をいいます。この場合、元請け又は下請けといった立場の形態の如何は問いませ

んが、屋外広告物の表示又は掲出物件の設置に関する工事を業として請け負わな

いような、広告代理業等は屋外広告業に該当しません。これと同様の趣旨から、

単に屋外広告物の印刷、製作等を行うだけで、現実に屋外広告物を表示したり、

掲出物件の設置を行わないものも、屋外広告業には該当しません。 

営業区域に山形県（山形市を除く）が含まれる場合は、請負件数が一件しかな

い場合であっても、山形県の登録が必要になります。 

「営業区域」、「営業所の所在地」及び「申請者」についての関係は、下記のと

おりになりますので参考にしてください。 

営業 

区域 

山形県を 

営業区域とする 

営業所の所在地 

本店、 

本社の 

所在地 

登録の 

必要性 

登録申請 

をする者 
摘  要 

県内 県内 県内 必要 本店 
県内本店、県内営業所の事

業者 

県内 県内 県外 必要 本店 
本店は県外だが、営業所が

県内にある事業者 

県内 県外 県外 必要 本店 

本店、営業所ともに県外だ

が、営業区域が県内である

事業者 

県外 県外 県外 不要 － 
営業区域が県内でないた

め、登録が不要な事業者 

※ 営業区域が山形県内（山形市を除く）であれば、いずれの場合も県の登録が必

要であり、登録申請は本店、本社がすることになります。 

※ 山形市内での営業には、山形市の登録（県の登録業者は届出）が必要です。 

※ 県内に複数営業所を有する事業者は、本店、本社が複数営業所をまとめて登録

することになります。 
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３ 登録のための要件 

屋外広告業の登録を受けるためには、登録拒否事項に該当しないことが必要に

なります。該当するときは、登録を受けることができません。 

登録拒否事項は下記のとおりです。 

① 屋外広告業の登録を取り消された日から、２年を経過しない者 

② 屋外広告業の登録を取り消された法人において、その処分日の前 30日以

内に役員であった者で、その処分の日から２年を経過していないもの 

③ 屋外広告業の営業の停止を命ぜられ、その停止期間が経過しない者 

④ 屋外広告物法に基づく条例又は条例に基づく処分に違反して罰金刑以上

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から２年を経過しない者 

⑤ 屋外広告業者が未成年者で、法定代理人を立てている場合、その法定代

理人が上記①から④および⑥（法定代理人が法人の場合）のいずれかに該

当するもの 

⑥ 法人の場合で、役員の中に、上記①から④のいずれかに該当する者があ

るもの 

⑦ 営業所ごとに業務主任者を選任していない者 

⑧ 重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な事実の記載が欠

けている登録申請書又はその添付書類により登録を受けようとする者 

 

４ 業務主任者の選任 

屋外広告業者は「営業所ごとに業務主任者を選任し、屋外広告物に関する業務

を行わせなければならない」ので、登録の際に選任し、申請していただくことに

なります。 

「営業所」とは、広告物の表示、設置に関し常時請負契約を締結するなど営業

の場所的中心となる事務所をいい、その主従を問いませんが、単なる作業所、連

絡事務所などはこれに該当しません。 

「営業所ごとに・・・選任」とは、その業務主任者が必ずしもその営業所に専

任であることを要しませんが、通常の勤務時間中はその営業所の業務に随時従事

できる場合は併任できることとなります。 

業務主任者になるためには、次の資格を有する必要があります。 

① 国土交通大臣の登録を受けた法人が広告物の表示及び掲出物件の設置に 

関し必要な知識について行う試験に合格した者（屋外広告士） 

② 山形県が開催する屋外広告物講習会の課程を修了した者 

③ 他の都道府県又は指定都市若しくは中核市の行う講習会の課程を修了 

した者 
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④ 職業能力開発促進法に基づく職業訓練指導員免許所持者、技能検定合格

者又は職業訓練の修了者（広告美術仕上げに関する職種等に係るもの） 

 

５ 登録の有効期間 

登録の有効期間は５年間です。現に受けている登録の有効期間の満了後も引き

続き屋外広告業を営もうとする場合は、有効期間の満了する 90 日前から 30 日前

までに、更新登録の申請をしてください。 

 

６ 登録を受けたあとは 

（１） 標識の掲示 

屋外広告業者は、営業所ごとに公衆の見えやすい場所に標識を掲げなければ

なりません。「公衆の見えやすい場所」とは、お客様が事務所に入ったときに、

見やすい事務所の中のことです。（屋外広告業者登録票【様式第 20号】） 

（２） 帳簿の備付け及び保管 

屋外広告業者は、請け負った広告物の表示又は掲出物件の設置工事について、

１件ごとに帳簿を作成し、これを営業所に備えておかなければなりません。  

（帳簿【様式第 21号】） 

（３） 登録事項変更の届出 

登録期間中に、登録事項に変更があった場合には、変更があった日から 30日

以内に届け出てください。（屋外広告業登録事項等変更届出書【様式第 11号】） 

（４） 廃業等の届出 

登録期間中に、下表の廃業事由のいずれかの事項に該当することとなったと

きは、30日以内に届け出てください。（屋外広告業廃業等届出書【様式第 12号】） 

なお廃業の後は、屋外広告業の営業はできなくなります。 

   ■ 廃業事由と届出者 

廃業事由 届出者 

死亡した場合 ・相続人 

法人が合併により消滅した場合 ・法人を代表する役員であった者 

法人が破産により解散した場合 ・破産管財人 

法人が合併及び破産以外の理由

により解散した場合 
・清算人 

山形県の区域内で屋外広告業を

廃止した場合 

・屋外広告業者であった個人 

・屋外広告業者であった法人を代

表する役員 

※ 廃業等届出書の添付書類は、不要です。 

※ 届出書の書き方の詳細については、「Ⅲ記入要領」と記入例を参照してくだ

さい。 
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７ 登録の取消等 

屋外広告業者が次のいずれかに該当するときは、その登録が取り消されたり、

又は６月以内の期間を定めてその営業の全部若しくは一部の停止を命ぜられたり

することがあります。 

・ 不正の手段により屋外広告業の登録を受けたとき 

・ 登録拒否の対象事項に該当することとなったとき 

・ 廃業等の届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき 

・ 屋外広告物法に基づく条例又はこれに基づく処分に違反したとき 

  

８ 罰則 

登録制に関する規定違反に対して、以下のような罰則があります。 

（１）１年以下の懲役又は 50万円以下の罰金 

① 屋外広告業の登録(更新の登録を含みます。）を受けないで、屋外広告業

を営んだ者 

② 不正の手段により屋外広告業の登録を受けた者 

③ 屋外広告業の営業の停止の命令に違反した者 

（２）30万円以下の罰金 

① 屋外広告業の登録事項について、変更の届出をせず、又は虚偽の届出を

した者 

② 業務主任者を選任しなかった者 

（３）20万円以下の罰金 
① 知事が必要な報告を求めた場合に、報告をせず、又は虚偽の報告をした

者 

② 知事が立入検査を行った際、これを拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は

質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 

（４）法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、そ  

の法人又は人の業務に関して、(1)から(3)までに該当するときは、その行為

者を罰するほか、その法人又は人に対しても、同じ罰金刑が科されます。 

（５）５万円以下の過料 

① 屋外広告業の廃業等の届出を怠った者 

② 屋外広告業の営業所ごとに標識を掲げない者 

③ 屋外広告業の営業所ごとに帳簿を備えず、帳簿に記載せず、若しくは虚

偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 
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Ⅱ 手続き 
 

１ 新規登録の申請 

  屋外広告業の登録を受けるには、下記の事項を記載した申請書及び添付書類を知

事に提出しなければなりません。提出部数は１部ですが、お手元に控えが必要な場

合は、２部提出してください。１部を通知書と一緒にお返しします。 

① 屋外広告業登録申請書【様式第 14号・表面と裏面があります】 

② 誓約書【様式第 15号】 

③ 登録申請者の略歴書【様式第 15号の２】 

・ 登録申請者（法人の場合は役員全員、未成年者の場合は法定代理人、法定

代理人が法人の場合には法人の役員全員）の略歴を記載したもの 

④ 選任した業務主任者が、業務主任者の資格を有していることを示す書類 

・ 修了証、免許、合格証、証明書などの写し 

⑤ 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）（申請者が法人の場合および法定代

理人が法人の場合）【申請日の前３か月以内に発行されたもの】 

⑥ 住民票抄本【申請日の前３か月以内に発行されたもの】 

・ 個人の場合、申請者本人と業務主任者のもの 

・ 法人の場合、業務主任者のもの 

・ 未成年者の場合、法定代理人のものも追加 

⑦ 宛名カード（タテ６cm×ヨコ８cm 程度の返信先の住所、宛名、電話番号を

記したもの） 

 

■ 申請に必要な関係書類一覧 

 

① 

登録 

申請書 

② 

誓約書 

③ 

略歴書 

④ 

業務主任者の 

有資格書類 

⑤ 

登記事項 

証明書 

⑥ 

住民票抄本 

個人 

 
(未成年者の

場合追加) 

○ ○ ○ ○ － 

○ 

本人と業務主任者 

(県内居住者､不要） 

  

( ○ ) 

法定 

代理人 

 
( ○ ) 

法定代理人（法人） 

( ○ ) 

法定代理人（個人） 

法人 ○ 

○ 

法人 

代表者 

○ 

役員 

全員 

○ ○ 

○ 

業務主任者 

(県内居住者､不要） 

※ 上記書類以外で、必要に応じ確認書類を提出していただく場合があります 

※ 申請書記入の詳細については、「Ⅲ記入要領」と「記入例」を参照してください。 

※ 提出いただいた申請書及び添付書類を審査し、登録に当たり問題がない場合、登録さ

れます。審査の結果、登録が拒否される場合もありますのでご注意ください。
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２ 登録事項変更の届出 

登録期間中に、登録事項に変更があった場合には、変更があった日から 30日以

内に届け出てください。提出部数は１部ですが、お手元に控えが必要な場合は、

２部提出してください。１部を通知書と一緒にお返しします。 

① 屋外広告業登録事項等変更届出書【様式第 11号】 

② 宛名カード（タテ６cm×ヨコ８cm 程度の返信先の住所、宛名および電話番

号を記したもの） 

③ 登録事項の変更に必要な添付書類（下表参照） 

 

■ 主な変更の場合の添付書類一覧 

変更する事項 
必要な添付書類 

個人の場合 法人の場合 

住所、商号及び氏名又は

名称、所在地、代表者 

・住民票抄本 

(商号のみの場合は不要) 

・登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

県内を営業区域とする営

業所の名称、所在地 

 ・登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

※法人登記の変更があ

った場合のみ 

業務主任者 

・住民票抄本 

（県内居住者の場合は住民票不要） 

・有資格を示す書類の写し 

法人で、新たに役員とな

る者がいる場合 

 ・登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

・代表者の誓約書（代表

印） 

・新たに役員となる者の

略歴書 

未成年者の場合の法定代

理人 

・住民票抄本 

・誓約書 

・略歴書 

・登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

・代表者の誓約書（代表

印） 

・新たに役員となる者の

略歴書 

法人で、役員が辞任する

場合 

 ・登記事項証明書 

（履歴事項全部証明書） 

※ 上記書類以外で、必要に応じ確認書類を提出していただく場合があります。 

※ 届出書及び添付書類の書き方の詳細については、「Ⅲ記入要領」と「記入例」

を参照してください。 
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３ 更新登録の申請 

現に受けている登録の有効期間の満了後も引き続き屋外広告業を営もうとする

場合は、有効期間の満了する 90 日前から 30 日前までに、更新登録の申請をして

ください。提出部数は１部ですが、お手元に控えが必要な場合は、２部提出して

ください。１部を通知書と一緒にお返しします。 

① 屋外広告業登録申請書【様式第 14号・表面と裏面があります】 

※ 登録内容に変更がある場合は、登録更新に先立ち、登録事項変更の届出

を行っておくことが必要です。 

② 誓約書【様式第 15号】 

③ 宛名カード（タテ６cm×ヨコ８cm 程度の返信先の住所、宛名、電話番号を

記したもの） 

 

４ 廃業等の届出 

登録期間中に、下表の廃業事由のいずれかの事項に該当することとなったとき

は、30 日以内に、届け出てください。なお廃業の後は、屋外広告業の営業はでき

なくなります。 

① 屋外広告業廃業等届出書【様式第 12号】 

■ 廃業事由と届出者 

廃業事由 届出者 

死亡した場合 相続人 

法人が合併により消滅した場合 法人を代表する役員であった者 

法人が破産により解散した場合 破産管財人 

法人が合併及び破産以外の理由に

より解散した場合 

清算人 

山形県の区域内で屋外広告業を廃

止した場合 

屋外広告業者であった個人 

屋外広告業者であった法人を代表する役員 

※ 廃業等届出書の添付書類は、不要です。 

※ 届出書の書き方の詳細については、「Ⅲ記入要領」と「記入例」を参照して

ください。 
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Ⅲ 申請書の記入要領 

 

１ 屋外広告業登録申請書【様式第１４号】 

［表面］ 

① 「山形県証紙ちょう付欄」には、「10,000円」の県証紙を貼ってください。 

ただし、消印はしないでください。 

山形県証紙は、県庁及び各総合支庁の売店でお求めください。または、最寄り

の県証紙取扱業者から購入してください。 

県外の事業者の方は、下記により現金書留で県庁内売店（TEL 023-630-3011･

3937 FAX 023-634-5058）から購入することができます。 

② 「年月日」欄は、申請書提出の年月日を記入してください。 

なお、郵送での提出の場合の受理日は、消印の日付になります。 

③ 「山形県知事 殿」欄は、そのまま。（知事の氏名は記入不要です。） 

④ 「申請者」欄 

＜個人の場合＞（法人登録をしていない場合） 

申請者本人の住所、郵便番号、商号、氏名及び電話番号を記入してください。 

なお、「住所」は住民票上の住所を記入してください。営業所の所在地ではあ

りません。 

＜法人の場合＞ 

主たる事務所（本社本店等）の所在地、郵便番号、名称、代表者の役職名、

氏名及び郵便番号を記入してください。 

⑤ 標題の下、「第 21条第１項」「第 21条第３項」は、新規申請の場合「第 21条

第１項」を、更新申請の場合「第 21条第３項」を丸で囲んでください。 

⑥ 「登録の種類」欄は、新規申請か更新申請かを区別するものです。該当する

方を丸印で囲んでください。 

⑦ 「※登録番号」「※登録年月日」欄は、新規申請の場合、何も記入しないでく

ださい。更新申請の場合、更新前の登録番号と登録年月日を記入してください。 

⑧ 「県内を営業区域とする営業所等」欄 

・ 山形県内で営業を行う営業所の名称（個人の場合は商号）、所在地（郵便番

号も併せて記入願います）、電話番号、業務主任者の氏名を記入し、業務主任

者の有する資格は、該当番号を丸で囲んでください。 

・ 営業所が複数ある場合は、欄内に適宜補助線を引いて記入してください。

 〒990-8570 山形市松波２丁目８－１ 

        山形県庁売店 あて 

・山形県証紙 10,000円分購入希望と明記。 

・返信用封筒を同封してください。 
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書ききれない場合は、任意の別紙に記入のうえ添付いただいても結構です。 

⑨ 更新のお知らせや条例改正のお知らせなどのため、e-mailアドレスの記入に

もご協力ください。 

なお、法人の場合は個人のアドレスではなく、所属アドレスでお願いします。 

［裏面］ 

⑩ 「役員の職氏名（申請者が法人である場合）」の欄 

業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者に該当する役員

全員の職、氏名を記入し、氏名にはカタカナでフリガナを振ってください。 

欄内に適宜補助線を引き、職名と氏名が対応するように記入してください。

多数の役員がおり書ききれない場合は任意の別紙に記入のうえ添付していただ

いても結構です。 

⑪ 「申請者が未成年者である場合の法定代理人の氏名等（法定代理人が法人で

ある場合においては､商号又は名称､代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）」

の欄 

法定代理人の方の氏名にカタカナでフリガナを振り、住所、郵便番号及び電

話番号を記入してください。法定代理人が法人の場合は法人の商号又は名称､代

表者の氏名及び主たる事務所の所在地を記入する。申請者が未成年である場合

のみです。 

⑫ 「法定代理人が法人である場合のその役員の職氏名」の欄 

・ 法定代理人が法人である場合にはその役員の職指名を記入します。法定代

理人が法人の場合のみです。 

⑬ 「他の地方公共団体における登録番号等」欄 

・ 地方公共団体名は、申請時に登録がある全ての都道府県、政令市、中核市

の名称を記入してください。登録年月日、登録番号も同様にそれぞれ記入し

てください。 

・ 欄内に適宜補助線を引き、記入してください。多数団体に登録があり、書

ききれない場合は、任意の別紙に記入のうえ添付していただいても結構です。 

 

２ 誓約書【様式第１５号】 

① 誓約書は、登録申請者、法人の役員及び法定代理人が登録拒否事項に該当し

ていないことを誓約するものです。 

個人の場合は本人が誓約し、法人の場合は代表者が代表者である本人を含め

た全ての役員が該当していないことを誓約することになります。 

② 「年月日」欄は、申請書を提出する年月日を記入してください。 

③ 「申請者氏名又は名称及び代表者の氏名」欄は、個人の場合は、氏名を記入

してください。法人の場合は、法人の名称、代表者の役職名及び氏名を記入し

てください。 

なお、申請者が未成年者である場合には、法定代理人の方の誓約書も必要に

なります。（法定代理人が法人の場合は法人と同様です。） 
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３ 登録申請者の略歴書【様式第１５号の２】 

① 略歴書は、法人で申請する場合は、法人の役員全員（監査役は不要）の略歴

書が必要です。個人で申請する場合は、本人の略歴書が必要です。申請者が未

成年者の場合は、法定代理人の略歴書も必要になります。（法定代理人が法人の

場合は役員全員の略歴書が必要になります。） 

② （ ）内の、本人、法定代理人、法人の役員、法定代理人が法人の場合の役

員の欄は、それぞれ対応するものを、丸印で囲んでください。 

③ 「現住所及び電話番号」「商号、氏名又は名称」「生年月日」欄は、それぞれ

略歴を記そうとする方について記入してください。 

④ 「略歴、期間、職務内容又は業務内容」欄は、現在に至るまでの職務又は業

務の内容及びそのときの職名を記入します。法人の役員の場合には、経営業務

の経験が明らかになるよう具体的に記入してください。 

⑤ 「賞罰、賞罰の内容」欄は、屋外広告業に関する行政処分あるいは行政罰、

その他の賞罰について記入してください。該当する賞罰がない場合には「なし」

と記入してください。 

 

４ 屋外広告業登録事項変更届出書【様式第１１号】 

① 登録後、登録事項に変更があった場合、変更があった日から 30日以内に提出

してください。 

② 「年月日」欄は、届出書提出の年月日を記入してください。 

③ 「届出者」欄は、１の④と同様です。個人の「住所、商号、氏名」又は法人

の「所在地、名称、代表者の氏名」が変更になった場合は、変更後のそれぞれ

の内容を記入してください。 

④ 「登録番号」「登録年月日」欄は、登録の際に通知された番号、年月日を記入

してください。 

⑤ 「変更に係る事項」欄は、変更があった事項を、漏れなく記入してください。 

⑥ 「変更前」「変更後」欄は、変更部分が分かるように、対比させて記入してく

ださい。 

⑦ 「変更年月日」欄は、変更があった日を記入してください。（登記した日では

ありません） 

⑧ 変更事項が多数あり、⑤⑥⑦の欄に記入しきれない場合は、任意の別紙に記

入し、添付してください。 

⑨ 変更事項により、添付書類が必要となる場合があります。「Ⅱ手続きの２登録

事項変更の届出」を参照し、添付漏れのないよう注意してください。 

⑩ 更新のお知らせや条例改正のお知らせなどのため、e-mailアドレスの記入に

もご協力ください。 
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なお、法人の場合は個人アドレスではなく、所属アドレスでお願いします。 

 

５ 屋外広告業廃業等届出書【様式第１２号】 

① 登録後、廃業等があった場合、廃業等をした日から 30 日以内に、提出してく

ださい。 

② 「年月日」欄は、届出書提出の年月日を記入してください。 

③ 「届出者」欄は、個人、法人により廃業等の事由に応じ、定められた届出者

のものを記入してください。 

④ 「登録番号」「登録年月日」欄は、登録の際に通知された番号、年月日を記入

してください。 

⑤ 「廃業等をした屋外広告業者の商号、氏名又は名称」欄は、登録された商号、

氏名又は名称を記入してください。 

⑥ 「届出の事由」欄は、該当する番号を丸印で囲んでください。 

⑦ 「届出理由の生じた日」欄は、廃業等の該当年月日を記入してください。 

⑧ 「屋外広告業者と届出者との関係」欄は、④の届出者の方と⑥の登録業者の

関係を該当する番号を丸印で囲んでください。 

  

６ 屋外広告業者登録票（標識）【様式第２０号】 

① 登録後は、営業所ごとに公衆の見えやすい場所に標識を掲げなければなりま

せん。 

② 登録票の大きさは、Ａ４横サイズです。登録済の通知をする際、様式（見本）

を同封します。また、記載内容に変更があった場合はその都度、修正ください。 

③ 「商号、氏名又は名称」「法人である場合の代表者の氏名」「登録番号」「登録

年月日」「営業所の名称」「この営業所の業務主任者の氏名」欄に、それぞれ該

当する事項を記入してください。 

 

７ 帳簿【様式第２１号】 

① 帳簿は、請け負った広告物の表示又は掲出物件の設置工事について、１件ご

とに作成し、整備、保管しておく必要があります。 

② 光学、磁気ディスク等での記入、保管も可能ですが、同様に記載事項に漏れ

のないものとしてください。 

③ 「氏名又は名称」「住所及び電話番号」「表示又は設置の場所」「名称又は種類」

「数量」「表示又は設置の年月日」「請負金額」欄に、それぞれ該当する事項を

記入してください。 
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Ⅳ 申請窓口 
●県土整備部 県土利用政策課 景観・地域づくり担当 

〒990－8570 山形市松波二丁目 8－1【山形県庁】 

TEL/FAX：023-630-2660/023-630-2582 

 

●その他お近くの総合支庁でも受け付けております。 

村山総合支庁 建設総務課 行政係  

〒９９０－２４９２ 山形市鉄砲町二丁目１９－６８ 

ＴＥＬ ０２３－６２１－８１９０  

村山総合支庁西村山地域振興局 西村山建設総務課 行政係  

〒９９１－８５０１ 寒河江市大字西根字石川西３５５ 

ＴＥＬ ０２３７－８６－８３７７  

村山総合支庁北村山地域振興局 北村山建設総務課 行政係 

〒９９５－００２４ 村山市楯岡笛田四丁目５－１        

ＴＥＬ ０２３７－４７－８６５５  

最上総合支庁 建設総務課 行政係  

〒９９６－０００２ 新庄市金沢字大道上２０３４ 

ＴＥＬ ０２３３－２９－１３７６  

置賜総合支庁 建設総務課 行政係 

〒９９２－００１２ 米沢市金池七丁目１－５０        

ＴＥＬ ０２３８－２６－６０６９  

置賜総合支庁西置賜地域振興局 西置賜建設総務課 行政係  

〒９９３－８５０１ 長井市高野町二丁目３－１ 

ＴＥＬ ０２３８－８８－８２２３  

庄内総合支庁 建設総務課 行政係  

〒９９７－１３９２ 東田川郡三川町大字横山字袖東１９－１ 

ＴＥＬ ０２３５－６６－５５８６  

 

※ 申請は持参・郵送どちらでも受け付けておりますが、郵送される場合は県土整備部  

県土利用政策課 景観・地域づくり担当へお送りください。 

 

※ 山形市への屋外広告業登録等については、下記窓口へお問合わせください。 

 

窓口：山形市まちづくり政策部 まちなみデザイン課 

       〒９９０－８５４０ 山形市旅篭町二丁目３－２５ 

       ＴＥＬ ０２３－６４１－１２１２（内線５２５） 


